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占める比率の変化
-2004年度の資料から一
甲南大学学生相談室 高石恭子
I. 問題とH的
学生相談の現場で、長期に大学へ行けない学生と
その家族からの相談の増加が意識されるようになっ
たのは、 1990年代後半のことである。ひきこもりの
問題を、最初に広く 一般の知るところにした斎藤環
の『社会的ひきこもり一終わらない思春期jが出版
されたのは1998年だが、精神医学の現場でキャッチ
される時代病理の徴候は、多くの場合、学生相談の
現場でも同時並行的に顕在化する。
当時、学生の親から同じような相談が相次いだ時
期があった。「なぜうちの子は大学へ行かないのだ
ろう」「人生で一番楽しい時のはずなのに、何が不
満なのだろう」と、判で押したような質問が投げか
けられる。‘‘大学はレジャーランド”と椰楡された
時代に学生期を過ごし、好景気の時代に社会へ出た
親世代にとって、わが子が“青春を謳歌できるはず
の場所”からなぜ撤退しようとするのかは、容易に
は理解できないことのようであった。
一方、子どもの側に立ってみれば、すでに時代は
変わり、大学は‘‘厳しい社会へ出るための予備校＂
のような存在と化している。実際、本学のような総
合大学では、入学と同時に卒後に向けたキャリアデ
ザインを要求され、いかに社会に出ることが難しい
かを一年次から繰り返し聞かされる。少なからぬ割
合の学生にとって、大学という場へ出かけるという
ことは、戦場に赴くような緊張と覚悟を必要とする
のである。 2003年5月-6月に、 NHKがホームペー
ジ上で実施した「NHKひきこもりサポートキャン
ペーン」のアンケートでは、ひきこもり当事者から
の1000人以上の回答があったが、 18歳-45歳の回答
者のうち「大学在学中または中退」の者が19%、
「大卒以上」の者（この中には、大学院在学中や学
士入学、編入者等も含まれるだろう）が29%で、両
方合わせると約半数に達する。ひきこもりと高等教
育のありようとの関連性は、決して低くないと考え
られるのである。
高学歴をもつこれらの人々はまた、自分自身の
不安や怯えをすぐに認めたり表現したりはしない。
彼らは、往々にして思春期心性特有の‘‘孤高のプ
ライド”をもち、大学に行かない理由をさまざま
に合理化してみせる。「もう今からだと単位は取れ
ないから、後期から行く」「弁護士になりたいから、
専門学校へ行く」といったプライドを守るための
わが子の言葉（これも判で押したような宣言）に、
親もすがりつきたくなるのは、仕方のない親心で
あろう。そうして授業料や生活費の支援を得た結
果、ますます子どもの側は“孤高のプライド”に
長くしがみつかざるを得なくなり、親子で悪循環
にはまっていく。
そのような事例への対応に苦慮するなかで、筆者
は斎藤 (1998)の「社会的ひきこもり」の概念を援
用し、本学の学生相談室で取り扱われる長期不登校
学生の実態を、数量的および事例的に報告してきた
（高石a2002; 高石b2003)。そこで示されたのは、
相談現場に現れない者を含めると、ひきこもりの問
題をもつ学生が本学でも決して無視できない比率で
存在すること、またひきこもりを呈する学生のうち
一定数が、本来自分は本学（あるいは当該学部学科）
に通うことを納得していないという「不本意就学」
の問題も重複して抱えていること等である。
ちょうど2000年前後から、「ひきこもり」が犯人
を特徴づけるキーワードとしてメデイアに取り上げ
られる事件が目立つようになったことは、先の論文
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でも触れた通りである。「ひきこもり」が、社会不
安を煽る問題になったことで、厚生労働省がやっと
対策に着手し、 2001年には厚生労働研究班による
「ひきこもりガイドライン暫定版」、 2003年にはその
「決定版」が発表された。それまで、いったん学籍
を離れると相談を受け付けてくれる専門機関がな
く、たらい回しにされがちであった「ひきこもり」
について、地方自治体の保健所・精神保健福祉セン
ターが公的な支援の窓口であると明示されたことの
意味は大きい。行政が、「ひきこもり」は精神保健
および医学の対象であり得ると認めたわけである。
これによって、若い人々が自分自身の状態を問題視
する枠組が与えられたり、わが子には専門的ケアが
必要だと認識できる親がいくらか増えたことは想像
に難くない。また、大学という高等教育機関におい
ても、以前のような「学生を一人の大人として扱い、
自主自立に任せる」指導から、「細やかに修学支援
を行い、学生を育てる」指導へと、教職員のかかわ
り方も急速にシフトしてきた。
その後も青年や若い成人を取り巻く時代の変化は
著しく速く、 2004年には、わが国でも新たに
「NEET」という用語が脚光を浴びるようになった。
これは、 Notin Education, Employment, or Training 
（教育、扉用、職業訓練のいずれも受けていない）
と括られる一群の人々を指し、玄田 (2004) によれ
ば、 1999年にイギリス内閣府の社会的排除防止局が
作成した "Bridgingthe Gap"という報告書によっ
て広く知られるようになった言葉だという。「ひき
こもり」も「NEET」も、社会的生産活動に参加し
ないという点で、互いに重複する対象を指すが、
「ひきこもり」がその心理的背景に着目した概念で
あるのに対し、「NEET」は社会経済の観点から問
題視した概念と言えよう。
わが国では、少子化問題における女性に対するの
と同様、社会で生きる意欲を失った若い人々につい
て、心理的背景よりは、「将来の税制や年金制度の
破綻」という文脈で、その非経済性を問題視する傾
向が強まっていると見ることができる。つまり、
「ひきこもり」は個人の生き方の問題にとどまらず、
社会の将来にとって看過できない、早期に解消しな
ければならない問題であるという意識が人々に浸透
しつつあるということである。
そのような人々の認識の変化を念頭に置きつつ、
本稿では前回調査から4年を経た2004年度の学生相
談室利用者のうち、ひきこもりと不本意就学の問題
をもつ学生がどのような比率を占めるかについて分
析し、基礎的資料を提出することを目的としたい。
Il. 方法 '
前回調査（高石；2002) と同様、表lに挙げた質問
項目から成る調介用紙を作成し、本学学生相談室の
2004年度相談員（臨床心理士） 10名と特別相談員
（精神科医） 1名に対し、その年度 (2004年4月～
2005年3月）に各自が担当した事例の一覧表（回答
欄付き）とともに配布して、それらすべてに対する
回答を求めた。依頼文は、以下の通りである。
〈近年、大学不登校やひきこもりの若者が増え
ていると言われますが、その実態はどうなのか、
学生相談における継時的な資料の収集を行いたい
と思っています。つきましては、 2000、2002年
度にも調査を行いましたが、 2004年度も各自のご
担当のケースについて、年度内最終面接までの時
点で判明している内容を、項目ごとにご回答、ご
記入くださいますようお願いします。参考として、
2004年度の総面接回数（他Co.も含む）と予約状
況（次回予約等）を表に加えています。〉
たとえばー事例において、学生本人と保護者等の
担当者が異なる場合や、学生本人に複数の担当者が
かかわった場合には、各担当者に別個に回答を求め、
その判断が一致しない場合には、合議の上で判定を
してもらった。回答の対象となった事例総数 (2004
年度学生相談室利用実人数）は381(注1)であり、
2000年度の342に対して約11%の増となっている。
高石恭子：ひきこも りと不本意就学の学生相談室利用者に占める比率の変化
表 1 調査項目
I 
＊回答の方法：①および②に該当する学生の回答欄にチェックし、 A~Dを選択。更に②に該当する
学生について③～⑧を回答。 （①～⑦までは、各ケースについて⑧は全体について）
①不本意就学生である。 （学生本人が明言していない場合でもカウンセラーがそう評価できれば可）ilg~ 三詈亨lJゞ 三冒王□~!i: 誓った、と感している。
②ひきこもりの傾向がある。
A 3ヶ月以上、大学の正課活動に全くあるいはほとんど出席していないが、生活のその他の場面では活発に楽しみ
十分な対人関係もも っている。
B 3ヶ月以上、大学の正課活動に全くあるいはほとんど出席していないが、多少の課外活動（バイト ・サークル等）
には参加し、限られた対人関係はも っている。
C 3ヶ月以上、大学の正課活動にも課外活動にも全くあるいはほとんど参加せず、自宅または自室にこもっている。
D 今回の相談内容とは直接関係がないが、過去に 3ヶ月以上AまたはBの状態があった。
③随伴する精神医学的診断名（例：摂食障害、自律神経失調症）があれば書いて下さい。
④ 「③」の疾患ないし症状が、ひきこもりの一次的要因になっている。 A そう思われる
（例：被害念慮が強くて、外出ができなくなっている、等） □ ~ 戸ニ
C どちらともいえない
⑤来室経路 (B-Dは、本人の来室の有無にかかわらず、相談の契機となった人を答えて下さい。
i五m!:ニ： !: 1m::~ は:]竺によるリファー申込来室
⑥主訴（申込票記載または初回時聴取の要点） ［ 
⑦相談の転帰
C 
終結（卒業によるものを含む）I IJ:.ァー
E [ 
⑧不登校またはひきこもり傾向の学生について、カウンセリングの経過の特徴、予後、その後の進路等で、
何かお考えや感じておられることがあれば書いて下さい。
A 
継続
B
一輝 占
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調査の実施時期は、 2005年1月~12月であり、勤務
時間内の面接の合間に記入してもらった。
本調査における「不本意就学」および「ひきこも
り」の定義については、調査用紙の選択肢に具体的
に表記した通りである。特に、「ひきこもり」につ
いては、研究者間で定義が必ずしも同ーではなく、
その都度確認が必要である。代表的なものは、斎藤
環 (1998)の社会的ひきこもりの定義一「二十代後
半までに問題化し、六ヵ月以上、自宅にひきこもっ
て社会参加をしない状態が持続しており、ほかの精
神障害がその第一の要因とは考えにくいもの」であ
る。また、国立精神・神経センターが毎年実施して
いる精神障害疫学調査とともに行われた地域調在に
おいて、 2002年度から加えられた「ひきこもり」項
目に用いられる定義一「20~49歳で、仕事や学校に
行かず、かつ家族以外の人との交流をほとんどせず
に、六ヵ月以上続けて自宅にひきこもっている状態」
も、標準的な定義の一つと見なせるだろう。この定
義においては、精神障害の有無にかかわらず、状態
像がまず問題とされている。
本調査における「ひきこもり」の定義で特記して
おく点は、下記の2つである。
(1)学生相談において考えられる、学生が最も果
たすべき社会参加とは「前・後期の正課活動への出
席」であり、それらは実質ほぼ3ヵ月が単位になっ
ている。それ以外のテスト期間や長期休暇中は、ほ
とんど大学に出てこなくても学生の本分を果たして
いないとは言えない。そこで、持続期間の判定基準
を6ヵ月ではなく3ヵ月とし、前期ないし後期の一学
期に相当する期間にほとんど正課への出席が見られ
なければ、「ひきこもり傾向をもつ者」と判断する
ことにした。
(2)学生相談の場では、保健所や精神保健福祉セ
ンター、医療クリニックなどのように、必ずしもす
べての利用者に対して精神障害の有無や既往を確認
することはしていないし、またほとんどの相談員が
非医師であるから診断もできない。そこで、まずは
“現象としてのひきこもり状態”が現在あるか過去
にあった対象者をすべて抽出した上で、随伴する精
神医学的疾患が認められ、かつその疾患がひきこも
りの一次的要因となっていると判断される者をそこ
から除外し、残りを「一次的ひきこもり傾向がある
者」と規定した（注2)。これが、狭義（または中核
群）のひきこもりである。
][. 結果
1 . 不本意就学者について
① - (1) 2004年度の学生相談室利用者（実人数
381)のうち、利用種別がカウンセリング、ガイダ
ンス、心理検査のいかんにかかわらず、不本意就学
の問題をもつことが判明した事例を選択回答しても
らった結果を表2に示す。総数は28人で、利用実人
数のうち7.3%を占めることがわかった。内訳で最も
多いのは、 Aのいわゆる不本意“入学”の学生であ
る。これらの傾向は、前調査 (2000年度）とほぼ同
じである。なお、 D(その他・不明）の1名は、不本
意就学者かどうか判定不能の学生である。
①ー (2)次に、それら28人の学部・学年別分布
とそれぞれの利用実人数に占める割合を表3に示す。
たとえば、文学部の学生相談室利用実人数148のう
ち、不本意就学の問題をもっと判断される学生は10
名あり、学部別利用実人数に占める割合は6.8%とい
うことになる。実数としては5学部中最も多いが、
利用実人数が多いので、占める割合は理工学部や経
済学部よりも低くなっている。また、学年別で見る
と、実数、利用実人数に占める割合ともに最も多い
のが1回生である。 1固生は、不本意入学が大学生活
への心理的不適応につながり、何らかの問題意識を
もって学生相談室を訪れる学生が相対的に多いと言
えるかもしれない。
このうち、不本意就学者の学部別利用者実人数に
占める割合を、 4年前の調査結果と併せて示したの
が図 lである。学部により、比率の変化はさまざま
であるが、法学部において、顕著な比率の減少
(17.8%→ 6.7%)が認められることが見て取れるだ
ろう。
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なお、 表3、図lの「他・不明」のカテゴリーには、
匿名の利用者、卒業生、中退者、研究生、聴講生、
科目等履修生、附属中高生、外部者などが含まれて
いる（以下の図・表についても同様）。
①ー (3) さらに、不本意就学者28人の性別と、
性別ごとの利用実人数に占める割合を表4に示す。
男性12、女性16と女性の方が実数は多いが、例年、
学生相談室の利用者は女性の方が男性よ り多く、性
別ごとの比率では、 男性の方がやや多くなってい
る。
図1 不本意就学者の学部別利用者実人数に占める割合
25(炉
1~2004年度 E三固 00年度 I
20.0 
15.0 
10.0 
0.0 
文学部 理（エ）学器経済学部 法学部 経営学部 他・不明
表2 不本意就学者の内訳と利用実人数に占める割合
：度人嚢頃こI: I :~ I : I :i :I実；？
表3 不本意就学者の学部・学年別分布とそれぞれの利用実人数に占める割合
~ ミ 1回生 2回生 3回生 4以上 大学院 他・不明 計 利月実人穀 flj岡実人復1こ占める言1合（％）
文学部 2 4 1 3 
゜゜
10 148 6.8 
理（エ）学部 3 2 1 1 
゜゜
7 65 10.8 
経済学部
゜
2 
゜
2 
゜゜
4 35 11.4 
法学部 3 
゜゜
1 
゜゜
4 60 6.7 
経営学部 1 
゜゜゜゜゜
1 41 2.4 
他・不明
゜゜゜゜゜
2 2 32 6.3 
計 ， 8 2 7 
゜
2 28 381 7.3 
利用実人数 73 112 72 66 27 31 381 
利開実人嚢1こ占める言1合（％） 12.3 7.1 2.8 10.6 0.0 6.5 7.3 
表4 不本意就学者の男女比
性 別 男 女 計
不本意就学者（人） 12 16 28 
利用実人数（人） 146 235 381 
利用実人数に占める割合（％） 8.2 6.8 7.3 
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2. ひきこもり傾向について
② - (1) 2004年度の学生相談室利用者（実人数
381) のうち、利用種別がカウンセリング、ガイダ
ンス、心理検査のいかんにかかわらず、 A~Dの基
準に従って、「ひきこもり傾向」があると判断でき
る事例を選択回答してもらった結果を表5に示す。
総数は31人で、利用実人数のうち8.1%を占めている。
前調査 (2000) の41人、 12.0%と比べて若干の減少
が認められる。内訳では、 B、C、Dに分散しており、
A(いわゆるステューデント・アパシー型の副業可能
なひきこもり）に該当する例は2人しかいなかった。
また、 2004年度の学生相談室利用者の中で、「ひ
きこもり傾向」のある者と不本意就学者がどの程度
重複しているのかを示したのが図2である。ここか
ら、 学生相談室利用者の範囲内で見る限り、不本意
就学者の46.4%が「ひきこもり傾向」を有し、また
「ひきこもり傾向」を有する者の41.9%が不本意就学
者であると言える。
②ー (2)次に、ひきこもり傾向があると判断さ
れた31人の、学部・学年別分布と、それぞれの利用
実人数に占める割合を表6に示す。学年別分布では、
「4回生以上」が最も多く、利用実人数に占める割合
では「他・不明」が最も高い。この傾向は、 4年前
の調査結果と同じであり、留年者や周辺在籍者（高
石；2000) の相談に占める、ひきこもりの問題の比
重の高さを表していると考えられる。
学部別分布では、実数では文学部が最も多く、利
用実人数に占める割合では理工学部が最も高い。 4
年前の調査では、実数はやはり文学部で最も多かっ
た (10人）が、利用実人数に占める割合では法学部
が最も高かった (17.8%)。今回の調査では、法学
部は1.7%と最も低くなっており、不本意就学の場合
と同様、ひきこもり傾向の比率の顕著な低下が見ら
れる。図3に、 4年前の調査結果と併せて、ひきこも
図2 ひきこもり傾向と不本意就学との重なり
不本意虹
かつひき L..もり
l_: 本意就~ニニきこもり：:_)'人）
表5 ひきこもり傾向の内訳と利用実人数に占める割合
1 : I ¥ I~2 I~ 。 I D I計
flj屑実人嚢1こ占りる訃合（％）
実人数
7
 
31 381 
0.5 3.1 2.6 1.8 8.1 
表6 ひきこもり傾向がある者の学部・学年別分布とそれぞれの利用実人数に占める割合
五 年 1回生 2回生 3回生 4以上 大学院 他・不明 計 利月実人致 fl)開実人§に占める訂合（％）
文学部 1 5 1 2 1 
゜
10 148 6.8 
理（エ）学部 2 1 2 2 2 
゜
， 65 13.8 
経済学部
゜
1 
゜
3 
゜゜
4 35 11.4 
法学部 1 
゜゜゜゜゜
1 60 1.7 
経営学部 1 
゜
1 1 
゜゜
3 41 7.3 
他・不明
゜゜゜゜゜
4 4 32 12.5 
計 5 7 4 8 3 4 31 381 8.1 
利用実人数 73 112 72 66 27 31 381 
fl/実人嚢1:占める訂合（％） 6.8 6.3 5.6 12.1 11.1 12.9 8.1 
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り傾向がある者の学部別利用者実人数に占める割合
を示す。
②ー (3) さらに、「ひきこもり傾向」がある31人
の性別と、性別ごとの利用実人数に占める割合を表
7に示す。男女比は、実数でおよそ 2: 1、利用実
人数に占める割合でおよそ 3: 1と、 4年前の調査
結果とほぼ同じ傾向であった。
③ ここで、 31人のうち、随伴する精神医学的疾
患が認められる者については、その診断名を記入し
てもらった。ただし、「診断名」には、医療を受け
て精神科医から診断を受けていることが判明してい
る場合と、担当相談員が臨床心理学的に在定した場
合の、両方が含まれている。その結果、随伴する精
神医学的疾患が記入されたのは、 31人中20人
(64.5%) であった。内訳は、対人恐怖5人（強迫神
経症、醜形恐怖の合併する者を1人ずつ含む）、うつ
4人、心身症3人、人格障害2人（うち1人は解離性）、
統合失調症、不安障害、摂食障害、睡眠障害、適応
図3 ひきこもり傾向がある者の学部別利用者実人数に占める割合
障害、自律神経失調症がそれぞれ1人である。この
うち、自律神経失調症の事例は担当者によって精神
病圏を疑われている。従って、その1人と統合失調
症の1人を除く 29人が、いわゆる“非精神病性のひ
きこもり”の範疇に入ると考えられる。
④ー (1)次に、③の疾患ないし症状が、「ひきこ
もり傾向」の一次的要因になっていると思われるか
どうかを選択回答してもらった結果を表8に示す。 A
（そう思われる）に該当するのは17人で、何らかの
随伴する精神医学的疾患をもつ者の85%を占めた。
そこで、何らかの精神障害が一次的要因となって生
じたひきこもりを除外するために、その17名を除き、
随伴する精神医学的疾患があるが、それがひきこも
りの一次的要因と思われないか、または関連が明ら
かでない者6人と、随伴する精神医学的疾患がない
か、または明らかでない者8人を合計した14人を
「一次的ひきこもり傾向」がある者とし、以下の分
析を行うことにする。
25炉
20.0 
15.0 
10.0 
0.0 
i llmil2004年度 戸 ヨ2000年度 I
文学部 理（エ）学都経済学部 法学部 経営学部 他・不明
表7 ひきこもり傾向がある者の男女比
性 別 男 女 計
ひきこもり傾向（人） 21 10 31 
利用実人数（人） 146 235 381 
利用実人数に占める割合（％） 14.4 4.3 8.1 
表8 随伴する精神医学的疾患とひきこもり傾向との関連
随伴する疾患
ひきこもり傾向との関連の内訳 IA 
人数 17 
あり
~ 
なし・不明I計
8
 
A: 一次的要因と思われる
s: 一次的要因とは思われない
31 I C: どちらともいえない
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④ - (2)「一次的ひきこもり傾向」があると分類
された14人について、②ー (1)~ (3) と同様の分
析を行った結果を以下に述べる。
まず、「一次的ひきこもり傾向」の内訳と利用実
人数に占める割合を示したのが表9である。前回調
壺 (2000年度）では、合計の実数が25人、利用実人
数に占める割合が7.3%であったことと比較すると、
実数14人、比率3.7%ともに減少していることがわか
る。また、 A (いわゆるステューデント・アパシー
型）に該当する者は全くいなかった。
次に、「一次的ひきこもり傾向」があると分類さ
れた14人の、学部・学年別分布と、それぞれの利用
実人数に占める割合を表10に、また学部別利用実人
数に占める一次的ひきこもり傾向がある者の割合を
図4に示す。該当する事例数が少ないので、比率に
ついて確定的なことは言えないが、実数では文学部
が最も多く、経営学部がゼロで最も少ない。
さらに、一次的ひきこもり傾向があると分類され
た14人の性別と、性別ごとの利用実人数に占める割
合を表11に示す。ここでは男女比が実数で4: 3、
利用実人数に占める割合で、およそ 2: 1となり、
広義のひきこもり傾向におけるよりも、女性の比率
が高くなっていることが特徴として挙げられる。
⑤ 「一次的ひきこもり傾向」があると分類され
た14人の来室経路の内訳を表12に示す。保護者から
の申込みが4人 (28.6%)あるものの、本人の自発的
来室が7人 (50%) と最も多い。クリニックや精神
保健福祉センター等の、医療福祉機関に比べると、
教育機関である大学内の相談室の敷居は相対的に低
いことが、自発来談率の高さからも伺える。また、
表12には内数で「不本意就学者」の数も示したが、
自発来談者に占める不本意就学者の割合は、それ以
外の来談経路に分類される者に占める割合よりも低
くなっている。
表9 一次的ひきこもり傾向の内訳と利用実人数に占める割合
1 : I A。I 8s l c6 1 °3 1 言し 1 実~~
利開実人類1こ占める冒合1%)I o.o 1.3 1.6 0.8 3.7 
表10 一次的引きこもり傾向がある者の学部・学年別分布とそれぞれの利用実人数に占める割合
~ ミ 1回生 2回生 3回生 4以上 大学院 他・不明 計 利月実人致 利月実人数1こ占める言1合（％）
文学部 1 2 1 2 1 
゜
7 148 4.7 
理（エ）学部 1 
゜
1 
゜
1 
゜
3 65 4.6 
経済学部
゜
1 
゜
1 
゜゜
2 35 5.7 
法学部 1 
゜゜゜゜゜
1 60 1.7 
経営学部
゜゜゜゜゜゜゜
41 0.0 
他・不明
゜゜゜゜゜
1 1 32 3.1 
計 3 3 2 3 2 1 14 381 3.7 
利用実人数 73 112 72 66 27 31 381 
札開実人嚢1こ占める割合（％） 4.1 2.7 2.8 4.5 7.4 3.2 3.7 
表11 一次的ひきこもり傾向がある者の男女比
性 別 男女計
一次的ひきこもり傾向（人） 8 6 14 
利用実人数（人） 146 235 381 
利用実人数に占める割合(%) 5.5 2.6 3.7 
⑥ 次に、「ひきこもり傾向」があると判断され
た31人について、学生相談室利用時の主訴（本人ま
たは初回来談者が申込票に記入した内容、または相
談員が聴取した要点）を記述してもらったが、その
うち「一次的ひきこもり傾向」があると分類された
14人の主訴の具体例を挙げると以下の通りである。
不登校・ひきこもりを直接問題にしているもの
・・6人
恋愛関係の破綻による心身の不調…2人
今後の生活／復学支援／通院について等、現実的
助言を求めるもの…各1人
対人緊張／怒りのコントロールができない等、自
身の性格を問題にするもの…各1人
摂食障害…1人
学生相談に求められる援助の内容はさまざまであ
るが、 4割以上は「大学へ行けない」ことを直接問
題にして訪れていることがわかる。
⑦ 最後に、「一次的ひきこもり傾向」がある
と分類された14人の相談の転帰 (2004年度末時点に
おける）の内訳を表13に示す。 A群（相談を継続し
嵩石恭子：ひきこもりと不本意就学の学生相談室利用者に占める比率の変化
ている者）が6人、 B群（相談を中断した者）が5人、
c群（相談を終結した者）、D群 （より適切な機関を
紹介した者）、 E群（その他： on demandまたは経過
観察となった者）がそれぞれ1人ずつであった。こ
こでも、内数で不本意就学者の数を示しているが、
A群では不本意就学の問題をもつのは3分の1に過ぎ
ないのに対し、 B群では5分の 4に達する。実数が少
ないので確定的なことは言えないが、やはり不本意
就学の問題をもつ不登校の学生は、 学生相談室での
援助関係を継続することが相対的に難しいのではな
いかと考えられる。また、「一次的ひきこもり傾向」
がある者の相談の中断率は35.7%であり、約3人に1
人は援助の途中で来室しなくなると言える。
⑧ 補足として、不登校またはひきこもり傾向の
学生について、カウンセリングの経過の特徴、予後、
その後の進路等に対して、自由記述を求めたところ、
回答者11名中4名の記述があった。その要約を以下
に示す。
図4 一次的ひきこもり傾向がある者の学器別利月者実人数に占める割合
「下宿生の長期欠席者の現状が把握しにくいため、
自発的来談者以外の学生はほぽ放置に近い。
ゼミや語学クラス単位で長期欠席者をピック
ァップし、教務・ 学生部と連携してフォロー
できるシステムが必要。」
I皿 2004年度 巨 弓2000年度 I
10.0 
5.0 
0.0 
文学部 理（エ）学器経済学部 法学部 経営学部 他・不明
表12 一次的ひきこもり傾向がある者の来室経路
来室経路 A B C D 
人 数 7 (2) 1 (1) 1 (1) 4(3) 
表13 一次的ひきこもり傾向がある者の相談の転帰
来室経路 A B C D 
人 数 6 (2) 5 (4) 1 (O) 1 (1) 
計
1 (1) 
計
1 (1) 
「カウンセリングの経過の特徴はよくわから
ないが、（ひきこもり傾向がある者には）や
はりある種の自我の未熟さがあり、ひきこも
ることで“身を守る”とか、それ以上の病気
になるのを防いでいる意味はあるのかなと思
う。J
実人数注：（ ）内は不本意就学でもある者
14 (8) 
実人数注：（ ）内は不本意就学でもある者
14 (8) 
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「（ひきこもりに）“典型的なカタヂ＇はないとい
うことを振り返って思う。実際に面接で多少とも
継続的に会うことのできる例は、やはり何らかの
回復への芽というか、能力を持っている気がす
る。」
「統合失調症の軽症化、顕在発症減少ということ
が言われているが、“ひきこもって"難を逃れて
いる例も多いかもしれない。高度経済成長、バブ
ルが終わり、“上昇圧ガ’が減少したことで杜会
的許容度が増し、吸収するバッファーが増大して
いるのかもしれない。」
これらに共通する点として一つ挙げられるのは、
「ひきこもり」が、より 重篤な病理の発症や生活の
破綻を回避させているのではないか、とする意味づ
けである。 最後の“上昇圧力の減少”については、
近年必ずしもそうとは言えない社会の風潮がある
が、その点に関しては後の考察で触れる。
w. まとめと考察
ここでは、前回調査 (2000年度）の結果と異なっ
た点を中心に、考察してみたい。
1. 学生相談室から見た学生のひきこもりの現状
2004年度において、「ひきこもり傾向」を有する
と相談員が判定した学生は、 学生相談室利用実人数
の8.1%を占めた。 2004年度の学生相談室利用率
（在籍学生総数に占める割合）は4.03%であり、単
純に計算すると、本学の全在籍学生の0.33%が該当
する。「ひきこもり傾向」の問題をもつ学生の5人に
1人が学生相談室を利用したと推定すれば、全在籍
学生の1.63%、およそ60人に 1人が現在または過去
に、 3ヵ月以上ひきこも った経験をもつことになる。
同様に、「一次的ひきこもり傾向」を有すると相
談員が判定した学生は、学生相談室利用実人数の
3.7%を占めた。 2004年度の学生相談室利用率から
単純に算出すると、本学の全在籍学生の0.15%が該
当する。また、「一次的ひきこもり傾向」 （精神障害
をその一次的要因と確定できない者）の問題をもつ
学生の5人に1人が学生相談室を利用したと推定すれ
ば、全在籍学生の0.75%、およそ130人に1人が現在
または過去に、精神障害によらないひきこもりを
3ヵ月以上経験していることになる。
これらの数字は、いずれも前回調査 (2000年度）
よりも低くなっており、この傾向が何を意味するの
かについては多角的な視点から考えてみることが必
要であろう。
一つには、「I.問題と目的」にも書いたが、「ひ
きこもり」に対する一般の人々の意識が急速に高ま
り、早期対応が可能になったことが挙げられよう。
行政の姿勢は2000年度以降大きく変化し、厚生労働
省によるガイドラインの策定が2001~2003年にか
けて実施された他、メデイアも啓発のためのキャン
ペーンを積極的に展開した。「セクハラ」という概
念化がなされて、自分が被害者であることを認識で
きた女性が少なからずいたように、「ひきこもり」
という言葉を知って、自分や家族の状態を理解し、
対処するための指針を与えられた人も多くいたに違
いない。その結果、「なぜわが子は大学へ行かない
のか？」と不安と疑問に駆られて学生相談室を訪れ
る親が減り、社会に用意された援助の資源を直接利
用できるようになった可能性がある。
もう一つには、 高等教育機関における、学生への
指導方針の変化が関係している可能性が挙げられ
る。本学でも、 2000年前後を一つの節目として、 学
生への修学指導のあり方が大きく変化してきた。た
とえば、 1999年度から始められた、大学事務部主催
の「教育懇談会」という行事があるが、これは学生
の保護者を対象に、地方会場および本学会場で実施
されている。内容は、就職、心の健康などに関する
テーマの講演会と、施設案内、学食での試食、教員
による個別修学相談であり、毎回多数の保護者が参
加する。希望すれば、保護者はわが子の学修簿（成
績票）を見ながら、 当該学部の教員から指導を受け
ることができる。長期欠席はすぐに単位取得状況に
反映されるから、下宿でH頃コミュニケーションが
あまり取れないわが子の修学状態も確認でき、成績
不良の要因に心理的な背景が強く疑われる場合に
は、学生相談室へ早期にリファーされることになる。
また、各学部においても、ここ数年保護者への成績
通知や、単位取得状況の悪い学生への個別対応を始
めている状況があり、全般に見て、遷延化した「ひ
きこもり」状態になる以前に、ケアがなされる例が
増えていると言えよう。かつて、筆者が学生相談に
携わるようになった十数年前には、卒業者名簿が掲
示されて始めて、確認に訪れた保護者がわが子の4
年間の不登校（ひきこもり）と留年を知り、血相を
変えて相談に訪れるという例もあったが、今日では
そのような事態に陥ることはあり得ない。
それから、第三の可能性として、「ひきこもり傾
向」を呈する学生の母数自体が減少しているという
ことも考えられる。学生相談室の利用率自体はむし
ろ増加傾向にあり、 2000年度以降学生相談室の場所
や相談受理体制は全く変わっていないので、ひきこ
もり傾向の学生にとってのみ、学生相談室が利用し
にくくなっているわけではないはずである。にもか
かわらず、学生相談室利用実人数に占める割合が
減っているということは、事例化しない潜在数も
減っている可能性を否定できない。
もちろん、いったん重症のひきこもり状態に陥る
と、なかなか社会復帰は難しいため、「ひきこもり」
人口は、徐々に蓄積され、増加することはあっても、
簡単に減少することはないと考えられる。ただし、
ここ数年の間に高等教育年齢を迎えた層の人々に
とっては、長期にひきこもること自体に対する社会
の抵抗と圧力が強まっており、「より重篤な病理の
発症や生活の破綻を匝避するために長期にひきこも
る」という自己防衛が、困難になってきているとも
考えられるのである。「皿結果」の⑧で挙げた自
由記述には“上昇圧力の減少”というコメントが
あったが、近年は再び逆行する社会の風潮があるよ
うに筆者には感じられる。社会における格差が拡大
し、「勝ち組・負け組」と二分する人々の意識が若
年にも浸透し、学生たちは、「ここでひきこもって
裔石恭子：ひきこもりと不本意就学の学生相談室利用者に占める比率の変化
しまったら、負け組に転落し、一生這い上がれない」
という恐怖感を抱いている場合が珍しくない。その
結果、ひきこもることもできずに、追い詰められ、
自分や他者を暴力的に傷つける学生が増えているの
ではないか、というのがここ1、2年の学生相談室に
おける経験的実感である。
2. 本学特有の変化について
学部別に見たときに、不本意就学者、ひきこもり
傾向、一次的ひきこもり傾向において、利用実人数
に占めるそれらの相談の割合は、 4年前と比べてそ
れぞれに増減が認められたが、最も特徴的であった
のは、法学部で、すべての分類において著しい比率
の減少が認められたという点である。この点につい
ては本学特有の変化であると思われるので、以下に
解説する。
本学の法学部は、 1994年度に単学科から法学科・
経営法学科の2学科体制に改組して以来、カリキュ
ラムに自由度が少なく、留年率が2割を超えるなど、
学生の修学困難が問題化していた。その後、再試験
制度等さまざまな改善が模索されたことに加え、
2004年度には法科大学院の開設と同時に経営法学科
を廃止し、単学科に戻るという大きな再改組があっ
たということは特記に値する。推測ではあるが、法
学部における、不本意就学者の相談室利用実人数に
占める割合の減少には、この学部改組と専門職大学
院開設の流れが関連している可能性が考えられる。
「つぶしが効くから」「就職に有利だから」と周囲の
勧めで入学する者が減り、法律の専門家を目指すこ
とに希望を抱いて入学する学生が増えたために、不
本意就学者の相談が減ったということは、一つの解
釈として成り立つだろう。
ちなみに、 2000年度~2004年度間で学内を見て
みると、2001年度に理学部が理工学部4学科へ改組、
文学部が歴史文化学科を開設して 5学科へ改組、
2002年度に経済・経営学部の特別課程としてEBA
コースを開設、という変化があった。このうち、経
営学部では、不本意就学、ひきこもり傾向、一次的
ひきこもり傾向ともに、法学部と似た比率の減少が
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認められるが、その他の学部では、横這いか増加が
見られる。単に改組を行ったからというだけでなく、
改組が時代の希望を託される法律家や起業家といっ
た職業と直接結びついたときに、不本意就学やひき
こもりの問題が学生相談室に持ち込まれる割合が減
少したと考えてよいのではないだろうか。
3. 学生相談室としての支援の拡がり
最後に、調壺の結果に直接反映されているわけで
はないが、学生相談室として、 2000年度以降に、長
期不登校・ひきこもりの学生に対する支援のあり方
で変化した点について述べておきたい。本学の学生
相談室は、 2000年4月から現在の建物に完全移転し、
旧施設の約3倍のスペースを獲得した。その年度か
ら、毎週定期的なグループプログラム「ウィーク
リーグループ」を開始し、また屋外の園芸療法ス
ペースの整備が完了した2003年度からは、随時園芸
療法が取り人れ可能になった。ウィークリーグルー
プにおいては、お茶を飲んで自由に話をする
「ティーアワー」から、手作業を媒介とする料理、
工作、陶芸などのプログラムまで、さまざまな企画
が試みられている。
斎藤 (2002)は、医療における自らのひきこもり
対応方法は (1)家族指導、 (2)個人治療、 (3)集
団適応、の3段階から成り立っていると述べている
が、学生相談においてもこの3種のアプローチが重
要であることは変わりない。とりわけ、 (3)の集団
適応を促す対応は、旧学生相談室の施設では物理的
に実施が困難であり、手薄な領域であった。 2000年
度の移転後、学生の居場所として「サロン室」を置
き、また特別なグループプログラムを実施する際に
は和室の「グループワーク室」が利用できる条件が
整い、定期的な学生のグループ活動が実施できるよ
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うになったことは、不登校・ひきこもりの学生に
とって心強い支援の拡がりである。実際、ある程度
個人カウンセリングで対人コミュニケーションに改
善が見られた学生を、グループプログラムに誘い、
同年代の学生とともに何かを共同作業する体験を
もってもらうことは、ひきこもりの解消に有効には
たらいたと考えられる。特に、陶芸などの非言語的
に進められる活動に対しては、不登校・ひきこもり
傾向のある学生も抵抗が少ないようであった。
これらの新しい支援の効果を確認するためには、
まだ多くの事例を積み重ねなければならないが、不
登校・ひきこもり傾向のある学生に対して、学生相
談室でも対応の施行錯誤を続けている。今後も、不
登校・ひきこもりの問題を、大学全体としての学生
支援のあり方との関連性において、引き続き検討し
ていきたい。
注1 2004年度の本学在籍学生総数、学生相談室利
用者実人数、および利用率については、本紀
要の巻末統計資料を参照のこと。なお、ここ
で「実人数」とは「事例数」と同じ意味であ
る。たとえば学生本人、その親、指導教員の
3名が来室した場合でも、実人数は「 1」と
カウントされる。
注2 「一次的ひきこもり」という命名は、衣笠
(2000) に倣った。衣笠は、ひきこもり症候群
を、無気力とひきこもりそのものを中心的な特
徴として「一次的ひきこもり」と、精神病や摂
食障害、強迫症状、醜形恐怖症などの重症対人
恐怖症などによって二次的に自宅や自室に閉じ
こもっている「二次的ひきこもり」に分類して
いる。
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ARRTRACT 
Ratio Analysis of the Social Withdrawal and the Involuntary Attendance included in the Users 
of Student Counseling Room 
TAKAISHI, Kyoko 
Kanan University 
This article attempts some analysis of the ratio of students who have the problem of social 
withdrawal and involuntary attendance included in the users of Konan University Student 
Counseling Room from 2004 April to 2005 March. The questionnaire was done to 10 counselors 
and one psychiatrist. 
The results are as follows; we found 28 involuntary attendants out of 381 clients, and the 
ratio between male and female is 3:4. We had 31 social withdrawal students, and we made clas-
sification of those students into "primary social withdrawal" and "secondary social withdrawal 
having any mental disorder". In the 14 cases of primary withdrawal student, the ratio between 
male and female is 4:3. 
Then it is discussed mainly about the different points from the previous results of the 
research four years before. Those are; the ratio of social withdrawal decreased, the most marked 
decrease is found in the faculty of law. Some new group-support programs conducted in the 
Student Counseling Room are also mentioned. 
Key Words ; social withdrawal, involuntary attendance, student counseling 
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